




































































































































































北米 369社 278 105 27．4％ 316社 240 66 21．6％
中南米 115 93 93 17．0％ 83 72 7 8．9％
アジア 1019 725 72527．6％ 545 484 43 8．2％
中東 18 16 16 11．1％ 14 13 1 7．1％
欧州 433 279 27934．8％ 361 246 109 30．7％
ロシア 5
?? 2 60．0％ 2 2 0 0％
オセアニア 69 47 47 25．4％ 57 42 11 20．8％
アフリカ 15 8 8 46．7％ 10 6 4 40．0％















































日本側出資比率 日本人総経理 中国人総経理 合　計
50％未満 52社　23．3％ 171社　76．7％ 223社
50％ 71　　　49．7 72　　　50．3 143
50％超一70％ 92　　　55．8 73　　　442 165
70％超一100％未満 55　　　75．3 18　　　24．7 73
100％ 246　　　48．7 259　　　51．7 505














日本人社長 中国人社長 日本人社長 中国人社長 日本人社長 中国入社長
企業数 17752．2％ 16247．8％15437．7％254623％18551．1％ 17748．9％
50％未満 2833．7％5566．3 1223．539765121357786．5
50％ 3561．4 2238．6 215L22048．8 153333066．7
50％超一 4759．5 324051548．4 1651．6 305452545．5
70％超一 2472．7 9273 1990．5 2　95 1263．2 736．8














































































































































会　社 日本人数 従業員数 総経理 副総経理 本部長 部長級 科／所長 出資比率 成立年
サントリー 8 1000 1 95％、1995
北京麦酒 7 1087 1 4 2 41％ 1993
ワ：コール 6 980 1 5 60％ 1985
田中時装 1 120 0 1 95％ 1994
三愛時装 2 203 1 1 46％ 1992
松下BMC 6 4066 1 1 4 50％ 1987
松下電工 10 950 1 1 8 60％ 1993
シヤープ 8 2000 1 1 6 51％ 1992
日立家電 7 1100 1 1 4 2 60％ 1994
NEC計算 4 120 1 4 70％ 1995
モートマン 3 60 1 2 55％ 1996
資生堂 6 823 1 4 1 65％ 1991
花王 25 1100 1 2 18 4 75％ 1994
YKK 14 510 1 1 7 5 100％ 1992
伊勢丹 7 400 1 1 1 4 50％ 1992
























0人 12 58．3％ 8．3％ 333％
1－4 276 43．8％ 39．8 16．7
???????
5－9 66 30．3 25．8 439
10－19 35 31．4 37．1 31．4
20－49 3 66．7 333 一




























85年以前 8 75．0％ 25．6 一
86年 3 66．7 33．3 一
87年 6 50．0 50．0 ㎜
88年 17 52．9 47．1 一
89年 13 53．8 38．5 7．7
?????????????
90年 15 33．3 53．3 13．2
91年 16 50．0 43．8 6．3
92年 22 27．3 31．8 40．9
93年 49 53．1 30．6 16．3
94年 55 382 38．2 23．6
95年 77 35．1 325 32．5
96年 67 44．8 328 22．4
















企業数 1－3 3－5 5－1010－1515－2020以上平均値
企業数 325 53 61 120 63 19 13 6．3
50未満 35 20．0 17．1 25．7 17．1 11．4 8．6 73
50％ 39 17．9 205 41．0 7．7 5．1 7．7 6．1
??????
50－70 66 21．2 19．7 40．9 13．6 15 3．0 5．0
70－100 87 17．2 19．5 345 17．2 92 23 6．3
100％ 102 9．8 16．7 37．3 29．4 3．9 2．9 6．9
企業数 333 52 61 122 65 19 14 6．4
0人 11 27．3 18．2 273 9．1 9．1 9．1 6．4
??????
1．4 228 17．5 19．7 37．7 16．7 4．4 3．9 6．0
5－9 57 105 175 36．8 24．6 8．8 1．8 6フ
10－20 33 9．1 12．1 33．3 33．3 6．1 6．1 8．0
（『第5次日系企業アンケート調査集計・分析結果』1998年，102，106頁）
　日本人常駐者数にかかわらず昇進まで5－10年かけている企業が最：も多い。
ただし，日本人常駐者が増大すると1－5年という比較的短期の比率が減少し，
10－15年という比較的長期の比率が増大している。これは日本人常駐者が多
くなると子会社の人事に対する影響が強まり，より年功的な人事が実施される
可能性があると考えられる。
4　経営人材現地化の課題
　上記のように，中国における現地日系企業では地域や出資比率によって相違
があるものの，他の諸国における日系企業に比べて現地人社長の比率が比較的
高いといえる。しかし，中国における現地日系企業の高級管理人材の現地化は
まだこれからの課題である。
　ところで，経営管理人材の現地化は日本的経営の移転とのあいだにどのよう
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な関係をもつのであろうか。先にみた心外協のアンケート調査は，現地人社長
が日本型経営の推進にとってデメリットであると考えられていることを示して
いる。言いかえれば，日本型経営の推進には現地人よりも目本人の経営者のほ
うがプラスであるとの考え方である。ここにおいては経営人材の現地化と日本
型経営の推進とは一種対立的な関係として捉えられている。果たしてそうであ
ろうか。
　岡本康雄らの研究グループが東アジア7力国の目系企業58企業（うちわけ中
国9社，台湾6社，韓国6社，タイ13社，マレーシア11社，シンガポール8
社，インドネシア5社）に対して行なった詳細な調査研究は，この点できわめ
て興味深い事実を提供している12）。
　彼らは統計分析から，人，考え方，モノの現地化が進んでいる日系企業ほど，
日本型経営の現地移転が進んでいることを明かにしている。つまり，こうした
面での「現地化が推進されれば，現地経営のシステムがまだ確立されていない
東アジアの日系企業では日本型経営の移転が進み，次第に定着していく」とい
う13）。この場合，人の現地化にかんして，「人の現地化が進むということは，主
として日本型経営のノウハウ・知識を理解する現地人マネジャー・従業員が増
大し，彼らが登用される機会が拡大すること」を意味している，と把握される
14）B要するに，日系子会社における経営現地化が進むということは，「それなり
に日本型経営システムが定着していくことを含意している」のであり，経営現
地化と日本型経営システムの定着とはパラレルに進展する関係なのである，と
いう。
　彼らによれば，その関係は必ずしも一様ではなく領域により異なる。経営組
織性，人事労務特性の発揮度合いといった領域では人の現地化と正の相関がみ
られるが，生産活動全般との関連は弱く，現場生産能力水準の領域では人の現
地化とマイナスの相関にあるという。興味ぶかいことに現場の生産能力水準で
はかった競争力をみれば，日本人経営者（取締役）数と企業の競争力とのあい
だには明かな正の相関関係があるという。すなわち海外子会社において日本人
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経営者（取締役）数が多ければ，企業はより競争優位になるということである。
日本人出向者は現場生産分野の優位技術を現地子会社に移転し，生産面の競争
優位水準の向上に貢献している，とされる’5）。これが事実であるとすれば，こ
の面で現地人経営者を登用するという動機はあまり働かないであろう。今回筆
者がヒアリングしたながでも，何人かの日本人社長は，現地人社長に代えたと
きに現在の生産サービス水準の低下を招きかねないとの不安を語っていた。
　このように経営現地化とは，内部に多様な関係をもちつつも日本型経営の移
転定着の過程であるとの指摘は国際経営と現地化との相互促進的関係を考える
場合に重要な点だと思われる。ただし，前述のように人の現地化の意味につい
て「主として日本型経営のノウハウ・知識を理解する現地人マネジャー・従業
員が増大し，彼らが登用される機会が拡大すること」とされており，こうした
「日本型経営のノウハウ・知識を理解して」いることを前提条件とするならば，
人の現地化が進むにつれて日本型経営が一応定着していくことはある意味で当
然かもしれない。問題は現地人経営者が必ずしも日本型経営の方式を理解して
いないことであり，かれらは日本型経営の方式ではなく現地社会に特徴的な方
法を採用しようとするかもしれない。従って，現地人経営者が日本型経営方式
を十分理解できるよう教育，育成する制度が用意されていなければならない。
もし，このような制度的条件がないもとで，現地人を経営者に登用するのであ
れば，日本型経営方式の現地化は当然リスクを負うことになる。
　現地人経営者の育成は人事管理制度の問題であるが，先にみたアンケート調
査結果では中国における多くの日系企業（特に資本比率の高い大型企業）が現
地人の高級管理職への登用に慎重な姿勢，つまり比較的時間をかけて内部者を
段階的に登用する年功的人事を採用している。日本的な年功人事は企業特殊的
な技能ノウハウを学習し日本本社の経営方針への理解を促すうえで積極的な役
割を果たしているものの，現地人の管理職からみた評価は比較的に低い16）。
　中国における目系企業での年功人事はいくつかの基本的問題をかかえている
ように思われる。第一に高級管理職まで昇進するのにかなり時間がかかること
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であり，この年功的な人事制度に対して中国人の中間管理職は不満をもってい
ること。第二に欧米の外資系企業は基本的に業績主義人事を行なっており，有
能な人材の抜擢と昇給は速い。従ってこうした欧米の企業との比較において，
日系企業は有能な人材を獲得するうえで困難を抱えている。第三に日系企業に
有能な管理職がいても，かれらはより高い待遇条件の外資系企業に転職する傾
向があり，人材の育成に支障をきたす企業も少なくない。実際　目本人経営者
からみて中国人の管理人材への定着に対する不安はかなり強いものがある17）。
第四に，日本的な年功人事では成立してから日が浅い日系企業では部門長クラ
スや高級管理職クラスの現地人人材がまだ育っておらず，そのレベルの現地人
の薄さが管理上のネックになっている状況もみられる。その結果，日本人経営
者が兼職することで埋め合わせするために日本人経営者の数がなかなか減らず，
かれらの負担がきつくなっているといわれる18）。
　従って，次第に多くの日系企業では業績主義的な昇進制度を部分的に採用し
ており，外部採用型の人事を行なう企業も増えている。人事における年功主義
的要素と業績主義的要素をいかに最適に組合せていくのかは，これからの日系
企業における重要な経営管理課題のひとつである。
注
1）グローバル・ロ一町リゼーションの概念を提起したのはソニー（SONY）の盛田昭夫
　である。その経営戦略の説明はとりあえず伊丹敬之『グローカル・マネジメント』NHK
　ブックス，1991年，石井昌司『日本企業の海外事業展開一グローバル・ローカリゼー
　ションの実態一』，中央経済社，1992年などを参照。
2）吉原英樹『未熟な国際経営』，白桃書房，1996年，32－39頁も現地人社長の長所・短所
　を分析している。
3）日外囲Monthly　1998年6月。
4）通商産業省産業政策局国際企業課編『第4回海外事業活動基本調査・海外投資統計総
　覧』1991年，35頁。
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5）吉原英樹『未熟な国際経営』（前掲），28頁。
6）Rochelle　Kopp，“lnternationa田uman　Resource　Policies　and　Practices　in　Japanese，　European，
　　and　U．　S．　Multillationals”unpublished　paper，　June　29，1992（吉原英樹『外資系企業』同
　　文館，1994年，47頁より引用）
7）吉原英樹『外資系企業」，47頁。
8）三菱総合研究所編『中国進出企業一覧197年版』蒼蒼社，1997年。北京市，天津市，大
　　連市を選んだのは便宜的なものであり，もっと全国的な範囲で調査する必要があろう。
　　サンプル数1949企業は本書に収録してある日系企業10510社：の18，5％を占めるが，一
　　応の動向をみるには十分な数と思われる。
9）吉原英樹『外資系企業』，47頁。
10）日中投資促進機構『第5次目系企業アンケート調査集計分析結果』1998年3月。日中
　　投資促進機構はすでに，1991年，1993年，1995年，1997年に日系企業アンケート調
　　査結果を発表している。
ll）同上，105頁。
12）岡本康雄編『日系企業in東アジア』有斐閣，1998年。
13）同上，236頁。
14）同上，235頁。
15）同上，243頁。
16）アジア社会問題研究所編『中国における日本人観と勤労意識に関する調査研究とタイ・
　　マレーシア・インドネシアとの比較研究』1992年ゴ今田高俊・園田茂人『アジアから
　　の視線：日系企業で働く1万人からみた「日本」』東大出版会，1995年。
17）日中投資促進機構『第3次日系企業アンケート調査集計結果』，107頁，同『第2白日
　　系企業アンケート調査集計結果』，97頁。
18）筆者のヒアリング調査（1994年9月，上海）でもこのような指摘を複数の日系企業総
　　経理から聞いた。
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